
（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 神奈川県川崎市平成23年度

経常収支比率の分析

人 口
面 積
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支
標 準 財 政 規 模
地 方 債 現 在 高

1,388,481
142.70

581,117,607
575,601,008

1,394,870
295,275,357
848,162,141

人(H24.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円
千円

実 質 赤 字 比 率
連 結 実 質 赤 字 比 率
実 質 公 債 費 比 率
将 来 負 担 比 率

-
-

10.9
111.2

％
％
％
％

市 町 村 類 型
( 年 度 毎 )

H19  政令市 H20  政令市 H21  政令市
H22  政令市 H23  政令市

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の
最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

人件費 類似団体内順位
15/19

全国平均
25.4

神奈川県平均
26.3

人件費の分析欄

職員数が類似団体と比較して多いため、経常収支比率の人件費
が高くなっているが、3次にわたる行財政改革プランによる、平成14
年度から平成21年度までの8年間での2,509人の職員削減や、給与

等の見直しを実施してきたことにより、人件費の割合は減少傾向で
推移している。
平成23年度からは第4次改革プラン（取組期間：平成23～25年
度）に基づき、引き続き改革の取組を推進し、事業執行手法の見直
し等により職員数の削減を図っている。
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物件費 類似団体内順位
12/19

全国平均
13.1

神奈川県平均
14.8

物件費の分析欄

民間部門の活用を基本として、事業の民営化や指定管理者制度
の導入を進めているため、人件費から物件費へのシフトが起きてい
るが、それ以外の経費の見直しの効果により、経常収支比率の物
件費は横ばいで推移している。
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扶助費 類似団体内順位
11/19

全国平均
10.5

神奈川県平均
14.1

扶助費の分析欄

経済不況などの影響から、生活保護扶助費が増加傾向にあるこ
とや、保育所の待機児童対策などの子育て支援施策の強化などに
より、類似団体同様に増加傾向にあるため、今後とも持続可能な
制度構築を目指す。
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その他 類似団体内順位
2/19

全国平均
12.2

神奈川県平均
10.2

その他の分析欄

その他の主なものは、公営企業会計に対する繰出基準に基づく
繰出金であり、類似団体と比較して少ないものの、増加傾向にある

ため、一般会計からの繰入金に頼らない自立した財政運営を行う

よう、引き続き公営企業の経営健全化を進める。
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補助費等 類似団体内順位
12/19

全国平均
10.1

神奈川県平均
10.9

補助費等の分析欄

平成19年度に分析方法を変更したため大きく増加したが、補助・
助成金の見直しや公営企業の健全化の取組みを進めていることか
ら、経常収支比率の補助費等は横ばいで推移している。
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公債費 類似団体内順位
10/19

全国平均
19.0

神奈川県平均
18.2

公債費の分析欄

実質公債費比率の導入に伴い、平成18年度決算から減債基金
への積立繰延を停止し、ルール通りの積立を行うこととした。
今後も減債基金への着実な積立を実施し、積立不足の縮減を図
り、引き続き将来的な負担の減少に努める。
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公債費以外 類似団体内順位
13/19

全国平均
71.3

神奈川県平均
76.3

公債費以外の分析欄

平成19年度に補助費等の分析方法を変更したため大きく増加してい

る。
また、平成14年度から平成21年度までの8年間での2,509人の職員削減
や、給与等の見直しを実施してきたことにより、経常収支比率の人件費
の割合は減少傾向で推移しているものの、経済不況などの影響による生
活保護扶助費の増加や、保育所の待機児童対策などの子育て支援施策
の強化による児童福祉費の増加など、人件費の減少を上回る扶助費の
増加などにより、経常収支比率の公債費以外は増加傾向で推移してい
る。
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

96,698,760 69,644 68,425 1.8
544,359 392 1,744 ▲ 77.5

172 0 50 ▲ 100.0
5,461,351 3,933 1,776 121.5

7,738 6 30 ▲ 80.0
1,362,784 981 1,951 ▲ 49.7
2,913,091 2,098 1,320 58.9

▲ 10,143,859 ▲ 7,306 ▲ 7,813 ▲ 6.5
96,844,396 69,748 67,483 3.4

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

7.32 6.83 0.49
112.2 109.5 2.7

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

35,696,610 25,709 36,660 ▲ 29.9

2,412,315 1,737 3,165 ▲ 45.1

34,532,138 24,870 19,864 25.2

14,730,253 10,609 14,857 ▲ 28.6

- - 232 -

691,003 498 1,169 ▲ 57.4

- - 21 -

▲ 21,741,553 ▲ 15,659 ▲ 17,247 ▲ 9.2

▲ 40,358,843 ▲ 29,067 ▲ 36,138 ▲ 19.6

25,961,923 18,698 22,584 ▲ 17.2
※平成24年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H19 69,250,037 51,648 ▲ 8.6 59,665 ▲ 1.5 ▲ 7.1

うち単独分 40,658,439 30,324 ▲ 11.7 36,304 0.6 ▲ 12.3
 H20 90,440,940 66,547 28.8 56,795 ▲ 4.8 33.6

うち単独分 57,483,684 42,297 39.5 32,946 ▲ 9.2 48.7
 H21 73,670,375 53,623 ▲ 19.4 55,769 ▲ 1.8 ▲ 17.6

うち単独分 35,440,134 25,796 ▲ 39.0 31,551 ▲ 4.2 ▲ 34.8
 H22 91,960,716 66,556 24.1 52,334 ▲ 6.2 30.3

うち単独分 41,801,588 30,254 17.3 29,965 ▲ 5.0 22.3
 H23 81,803,340 58,916 ▲ 11.5 48,794 ▲ 6.8 ▲ 4.7

うち単独分 37,708,020 27,158 ▲ 10.2 25,698 ▲ 14.2 4.0
 過去５年間平均 81,425,082 59,458 2.7 54,671 ▲ 4.2 6.9

うち単独分 42,618,373 31,166 ▲ 0.8 31,293 ▲ 6.4 5.6

事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金

人口1,000人当たり職員数（人）
ラスパイレス指数

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）

合計
▲退職金

公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計
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（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算)
神奈川県川崎市平成23年度

当該団体値 類似団体内平均値

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の
最大値及び最小値
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人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の
最大値及び最小値
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